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長期の自粛で体を動かさずに持病を悪化させるケースが増えているようだ（写真：

Ushico／PIXTA） 

日本の死亡者数が急増している。厚生労働省の人口動態統計（概数）によれば、今年 1

～3 月には約 42 万人が亡くなり、死亡数は前年より約 3 万 8000 人（10%）増えていた。

さらに、共同通信によれば、今年 1～6 月までに、約 77 万 7000 人が死亡し、例年の死者

数と比べた「超過死亡」は 1 万 7000～4 万 6000 人と推計されるそうだ。 

共同通信は、その理由について、「増加の要因として、新型コロナによる直接死のほか、

医療逼迫の影響で医療機関にアクセスできず新型コロナ以外の疾患で亡くなったケース、

外出抑制など生活習慣の変化に伴い持病が悪化したケース、経済的な困窮によって自殺し

たケースなど間接的な影響も考えられると専門家はみている」と報じている。 

「超過死亡」が多いのは今に始まった話ではない 

私は、この報道をみて、あまりにも認識が甘いことに驚いた。わが国の「超過死亡」が

多いのは、今に始まった話ではない。半年以上前に世界のメディアが指摘している。 

 

赤   日本 



きっかけは、3 月 10 日に、アメリカ・ワシントン大学の研究チームが、イギリス『ラン

セット』に 74 カ国と地域を対象に、2020 年 1 月から 2021 年 12 月までの超過死亡を推

定した論文を発表したことだ。この研究で、日本の超過死亡数は 11 万 1000 人と推定さ

れ、確認されたコロナによる死者 1 万 8400 人の 6.0 倍だった。この数字は、経済協力開

発機構（OECD）加盟 38 カ国中で最大だった（図 1）。つまり、日本の超過死亡の多さ

は、2021 年末の段階ですでに問題だったのだ。 

この研究は世界中の研究者に衝撃を与えた。『ランセット』が論文を掲載した日にイギリ

ス『ネイチャー』が「コロナの真の死者数：公式記録より遙かに高い」という記事で紹介

し、イスラエルのヘブライ大学のアリエル・カーリンスキ氏の「（日本で）報告されたコ

ロナ死亡の 6 倍以上にあたる 10 万人を超す超過死亡は馬鹿げている。研究チームが、ど

うやってこの数字を導いたのか理解できない」というコメントを紹介したほどだ。日本の

超過死亡の多さは、世界の専門家の常識を超えていたのだ。 

 

わが国で、重症者・死亡者のコロナ感染の見落としは考えにくい。共同通信が超過死亡の

原因として、真っ先に「医療逼迫の影響で医療機関にアクセスできず新型コロナ以外の疾

患で亡くなった」ことを挙げているが、これも考えにくい。 

医療ガバナンス研究所が、厚労省が発表しているデータを基に、各病院の今年 8 月 3 日現

在の患者受け入れ数をまとめたものを表 1 に示す。 



即応病床に占める入院患者数の割合は、慶應義塾大学 126％、順天堂大学 125％、日本大

学 123％のように 100％を超えるところもあるが、我々が調査した 26 病院中 19 病院は、

第 7 波真っただ中の 8 月 3 日でも空床を抱えていた。兵庫医科大学の稼動率は 36％、国

立国際医療研究センターの稼動率は 42％にすぎない。病床が逼迫していた訳ではない。 

都立のコロナ基幹病院に勤務する内科医は、今夏の状況について、「入院しているコロナ

感染者などはほとんど中等症止まりで軽症も多かった」という。これは、オミクロン株が

重症化しにくいからだ。局所的に病床が逼迫した病院はあっただろうが、医療逼迫が死者

を増やすレベルでなかったのは明らかだ。 

高齢者の持病が悪化したか 

もっとも考えられる原因は、長期の自粛により持病を悪化させた高齢者が多かったことだ

ろう。日本経済新聞は 10 月 16 日の記事「コロナ以外の死因大幅増 1～3 月、高齢者の在

宅死影響か」の中で、「死因別では、最も増加したのは心不全など『循環器系の疾患』で

約 1 万人（10%）増えており、「老衰」も約 8000 人（21%）増えた」と論じているが、

遅きに失したと言わざるを得ない。 

特記すべきは、3 月 10 日の『ランセット』や『ネイチャー』の論文、記事での日本に関

する情報を、国内のマスコミは、一紙も報じなかったことだ。今回のように、厚労省や国

立感染症研究所が発表すれば、大々的に取り上げるが、世界的学術誌の記事は「無視」す

る。これでは国民は堪らない。コロナ対策での過剰な自粛が国民の命を奪っているのだか

ら、新しい事実が判明すれば、早急に対応を変えねばならないが、マスコミが報じないの

だから、国民は自粛を続けるしかない。 

方向転換のチャンスは、他にもあった。昨年 12 月、スポーツ庁は全国の小学 5 年生と中

学 2 年生を対象とした 2021 年度の全国体力テストで、男女とも全 8 種目の合計点の平均

が調査開始以来最低だったと発表した。小中学生の体力がこれだけ落ちるのだから、高齢

者の健康が害されるのもむべなるかなだ。 

さらに、今年 7 月 29 日、厚労省は「簡易生命表」を発表し、2021 年の日本人の平均寿命

は女性 87.57 歳、男性 81.47 歳で、いずれも過去最高だった前年を下回ったことを明かし

た。平均寿命が前年割れするのは、東日本大震災があった 2011 年以来だ。この事実も、

ワシントン大学の研究結果と一致する。 

 

図 2 は、医療ガバナンス研究所の山下えりかが、2015～2019 年の死亡者数の平均と、コ



ロナ流行後の死者数の差を比較したものだ。コロナ流行以降、ほぼ右肩上がりで増加して

いることがわかる。長期にわたる自粛が、高齢者の健康を蝕み続けているのだろう。コロ

ナ対策での緊急事態宣言や蔓延防止措置は、高齢化した我が国では諸刃の剣になることを

認識すべきだ。 

避難した高齢者の死亡率は 2.68 倍に 

実は、このことを世界で最初に指摘したのは、わが国の医師・研究者たちだ。2013 年 4

月、東京大学の研究チームはアメリカ『プロスワン』に、相双地区の介護施設の入居者を

対象に避難と死亡の関係を調査した結果を発表した。この研究では、避難した高齢者の死

亡率は、被災しなかった人と比較して 2.68 倍も高かった。 

このチームは、さらに研究を進め、原発事故後、南相馬市立総合病院を受診する脳卒中の

患者が 62％増加したことを、2015 年 11 月にアメリカ『老年医学会誌』に報告してい

る。さらに、2017 年 8 月には、別の東京大学の研究チームが、相馬市と南相馬市の原発

事故後の総死亡リスクが、それ以前と比べて男性で 2.6 倍、女性で 2.5 倍増加していたこ

とを英『疫学・公共健康誌』で発表している。 

福島県で被曝が原因で亡くなった人はいないから、死亡者の増加は原発事故後のストレス

と生活習慣の変化が原因と言っていい。これこそが、福島第一原発事故の教訓だ。 

このことは、原発事故直後に東京大学の大学院生として被災地に飛び込み、現在も活動を

続けている坪倉正治氏（現福島県立医科大学教授）らが 200 報を超える英文論文として

発表し、国際原子力機関（IAEA）などでも、坪倉教授を中心として被曝対策の見直しが

進んでいる。 

なぜ、この教訓が、わが国のコロナ対策で活かされなかったのか。百歩譲って、なぜ、3

月の『ランセット』や『ネイチャー』の論文・記事が反映されなかったのか。 

日本のコロナ対策は科学的に合理的でない 

これこそ、わが国のコロナ対策の宿痾を象徴している。科学的に合理的でないのだ。も

し、3 月の段階で、高齢者の自粛を方向転換していれば、その後の超過死亡は、ある程度

予防できていたはずだ。コロナ対策見直しの好機を逸してしまった。 

なぜ、こうなるのか。厚労省や周囲の専門家が、国民の命より、コロナ感染者数に関心が

あるのかもしれないし、彼らが実力不足で、世界的な議論をフォローアップできないだけ

かもしれない。さらに、メディアも、彼らの主張をそのまま報じる。世界レベルの議論に

ついていける記者が少ないのだろう。 

わが国のコロナ対策は、現状のまま、予算を増やし、司令塔を強化しても迷走をつづける

だろう。なぜ、世界の一流科学誌・医学誌に発表された研究成果を「無視」するのか、そ

の原因を分析し、適切に体制を整備しなければならない。第 8 波は、すぐそこまできてい

る。体制刷新は待ったなしだ。 

★超過死亡率（英：excess mortality rate）とは、特定の母集団の死亡率（死亡者の数）

が一時的に増加し、本来想定される死亡率（期待値）の取りうる値（信頼区間）を超過し

た割合のことである。「死亡率の変動」（英：Mortality displacement）とも言う。 

これは通常、熱波、寒波、伝染病、パンデミック（特にインフルエンザのパンデミッ

ク）、飢饉、戦争などによって引き起こされる。 

 



 

 

 

 

 


